






県内一斉の集中取組期間（３回）については、保幼小中の特性に応じた時期の設定や期間の延長な

どの工夫を行うとともに、市町等からの要望もふまえ発達段階に配慮しながら、就学前の子どもの

ためのチェックシートを３、４才にも拡大します。加えて、小中学校用チェックシートについても

小学校１、２年生版を作成するとともに、小学校３年生以上および中学校では家庭でスマートフォ

ン等の使用のルールづくりを考える項目の追加や子どもの振り返り・先生からの一言欄を設けるな

ど改善を行い取組を充実します。 

⑥小学校１、２年生での 30 人学級（下限 25 人）、中学校１年生での 35 人学級（下限 25 人）を継続

します。また、国の加配定数を活用し、引き続き小学校２年生の 36 人以上学級を解消します。基

本的な生活習慣や確かな学力の定着・向上を図るため、小学生２年生以降の学級編制標準の引き下

げについて、引き続き国に要望するとともに、子どもたちの実態や各学校の課題に応じた教員定数

の効果的な配置に努めます。 

⑦小学校における英語教育の早期化、教科化に向け、英語によるコミュニケーション能力を育成する

ため、フォニックス＊、レゴブロック、小学生向け英語音声教材Ｊｏｙ Ｊｏｙ ＭＩＥｎｇｌｉｓ

ｈ等を活用したモデル校における先進的な取組を推進・普及することにより、小学校段階からの英

語教育の充実を図ります。 

⑧中学校英語担当教員および県立高等学校英語担当教員を対象に、ＣＡＮ－ＤＯリストを活用した英

語の授業改善に係る研修会を開催します。また、県立高等学校英語担当教員を対象に、ＣＡＮ－Ｄ

Ｏリストを活用した英語の授業改善に係る研修会を開催します。 

⑨グローバルな視野に立って自らの考えを伝え、異なる文化・伝統に立脚する人々と共生できる能力・ 

 態度を育成するため、学校の枠を越えた高校生のネットワークの構築、留学や海外研修の促進、英

語キャンプの開催に取り組みます。 

⑩第 10 回国際地学オリンピック日本大会に向けた準備・支援に取り組みます。また、三重県高等学

校科学オリンピック大会を開催します。 

〇⑪キャリア教育を組織的・系統的に行うための支援、地域の魅力ある職場や仕事等を知る機会の創出、

外部人材を活用した就業体験の拡充等を進めます。また、新規高等学校卒業者が就職した職場に定

着できるよう、外部人材を活用した就職支援・職場定着支援等を行います。     （創 14） 

〇⑫地域への愛着や絆を深め、地域社会で活躍しようとする意識を持った高校生や、グローバルな視点

を身に付けた次代の専門的職業人を育成するため、地域の活性化に高校生が積極的に参画する取組、

三重の食材を生かした商品開発、各種競技会への挑戦等を支援します。 

○⑬経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習習慣が十分身についてい

なかったりする児童生徒を対象とした地域未来塾による学習支援を推進します。  

 

＊「○」のついた項目は、平成 28年度に特に注力するポイントを示しています。 

＊「創 番号」のついた項目は、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の KPI の基本的な取組

方向の番号を示しています。 
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産業界のニーズをふまえた教育課程等について検討を進めます。                 

⑦平成 28 年 4 月に開校した名張青峰高等学校において、生徒がグローバルな視野を身につけ、情報

社会に対応するとともに、人や地域とのつながりを大切にする教育を実践するため、必要となる設

備や備品等の整備を進めます。 

⑧子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感できるよう、教職員の授業力向上や授業改善に

つながる研修を推進します。また、多様な教育課題に対応した教育を実践できるよう、教職員の専

門性の向上を図る研修を推進します。                              

⑨子どもたちの英語力を育成するため、英語教育改善プランに基づき、英語教育推進研修を継続する

とともに、新たに教員の英語力向上や授業力向上を目指す研修を実施し、英語教育に携わる教員の

資質向上を図ります。 

⑩子どもたちの心の問題が年々複雑化・多様化していることから、総合教育センターにおいて専門的

な教育相談ができる体制を充実するとともに、教職員の教育相談にかかる力量を向上させる研修を

推進します。 

⑪公教育の一翼を担う私立学校の教育環境の維持が図られ、個性豊かで多様な教育サービスが充実さ

れるよう、引き続き、私立学校への支援を行います。 

 

＊「○」のついた項目は、平成 28年度に特に注力するポイントを示しています。 
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